
 

 

 

燕市地域防災計画 

（原子力災害対策編） 

 

令和３年 11月修正案 

 

新旧対照表 
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新旧対照表 

※章・節、頁、行は現行計画（平成 29年２月修正）についてのもの 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

１ 

原子力 第１章第３節 

災害対策を実施

すべき地域の範

囲 

２ １ 即時退避区域（ＰＡＺ： Precautionary 

Action Zone） 

１ 即時退避区域（予防的防護措置を準備する区

域、ＰＡＺ：Precautionary Action Zone） 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

２ 

原子力 第１章第３節 

災害対策を実施

すべき地域の範

囲 

２ ２ 避難準備区域（ＵＰＺ：Urgent Protective 

action Planning Zone） 

 

（略） 

 全面緊急事態の発生後、指示を受けて速やかに

屋内退避を実施するとともに、空間放射線量率や

環境試料中の放射線物質の濃度等の原則計測可

能な値で表される運用上の介入レベル（以下「Ｏ

ＩＬ」という。）の考え方や環境放射線モニタリ

ングの結果のほか、事故の状況、気象条件、大気

中の放射性物質の濃度や線量率の予測結果によ

り、屋内退避や避難の準備を進める区域とする。 

２ 避難準備区域（緊急防護措置を準備する区

域、ＵＰＺ：Urgent Protective Action Planning 

Zone） 

（略） 

 全面緊急事態の発生後、指示を受けて速やかに

屋内退避を実施するとともに、空間放射線量率や

環境試料中の放射性物質の濃度等の原則計測可

能な値で表される運用上の介入レベル（以下「Ｏ

ＩＬ」という。）の考え方や環境放射線モニタリ

ング（以下「緊急時モニタリング」という。）の

結果のほか、事故の状況、気象条件、大気中の放

射性物質の濃度や線量率の予測結果により、屋内

退避や避難の準備を進める区域とする。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

３ 

原子力 第１章第３節 

災害対策を実施

すべき地域の範

囲 

２ （追加） ３ 放射線量監視地域（ＵＰＺ外） 

 避難準備区域（ＵＰＺ）の外の地域については、

プルーム通過時の被ばくを避けるための防護措

置として、あらかじめ安定ヨウ素剤の備蓄の計画

を策定するとともに地域の実情に応じて屋内退

避計画を策定する地域とし、緊急時モニタリング

の結果のほか、事故の状況、気象条件、大気中の

放射性物質の濃度や線量率の予測結果、飲食物の

汚染状況調査等により、必要に応じて、屋内退避

や避難、安定ヨウ素剤の服用や、飲食物の摂取制

限等を実施する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

４ 

原子力 第１章第３節 

災害対策を実施

すべき地域の範

囲 

２ ３ 燕市における区域設定 

燕市は、避難準備区域に該当する半径 30 ㎞圏

内の地域を有しており、大河津分水路左岸を避難

準備区域（ＵＰＺ）とする。 

４ 燕市における区域設定 

燕市は、避難準備区域（ＵＰＺ）に該当する半

径 30 ㎞圏内の地域を有しており、大河津分水路

左岸の地域が該当する。 

上記を除く全市域は放射線量監視地域（ＵＰＺ

外）であるが、必要に応じて避難準備区域（ＵＰ

Ｚ）と同様に対応する。 

原子力災害対策指

針との整合による

修正 

番号の繰り下げ 

５ 

原子力 第１章第４節 

計画の基礎とす

るべき災害想定 

３ １ 原子力発電所で想定される放射性物質の放

出形態 

原子力発電所においては、多重の物理的防護壁

が設けられているが、これらの防護壁が機能しな

い場合は、放射性物質が周辺環境に放出される。 

１ 原子炉施設で想定される放射性物質の放出

形態 

原子炉施設においては、多重の物理的防護壁が

設けられているが、これらの防護壁が機能しない

場合は、放射性物質が周辺環境に放出される。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

６ 

原子力 第１章第５節 

原子力発電所等

の状態に基づく

緊急事態区分 

４ （追加） １ 情報収集事態 

柏崎市又は刈羽村及びその周辺（柏崎市又は刈

羽村の震度が発表されない場合は近傍の市町村

の震度を用いる。）において、震度５弱以上の地

震が発生した段階、その他原子力発電所の運転に

影響を及ぼすおそれがある情報が通報された段

階。 

この段階において、県は原子力災害警戒本部を

設置する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

７ 

原子力 第１章第５節 

原子力発電所等

の状態に基づく

緊急事態区分 

４ １ 警戒事態（ＥＡＬ１） 

その時点では公衆への放射線による影響やそ

のおそれが緊急のものではないが、原子力発電所

における異常事象の発生又はそのおそれがある

ため、情報収集や緊急時モニタリングの準備、原

災指針で定める施設敷地緊急事態要避難者の避

難等の防護措置の準備を開始する必要がある段

階。 

２ 警戒事態 

その時点では公衆への放射線による影響やそ

のおそれが緊急のものではないが、原子力発電所

における異常事象の発生又はそのおそれがある

ため、情報収集や原子力規制庁が行う緊急時モニ

タリングセンターの立ち上げ準備への協力など

の緊急時モニタリングの準備、原災指針で定める

施設敷地緊急事態要避難者※の避難等の防護措

置の準備を開始する必要がある段階。 

この段階において、市は原子力災害警戒本部を

設置する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

番号の繰り下げ 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

７ 

原子力 第１章第５節 

原子力発電所等

の状態に基づく

緊急事態区分 

４ （追加） ※…原災指針において、以下のとおり定められて

いる。 

施設敷地緊急事態要避難者は次に掲げる者をい

う。 

○要配慮者（高齢者、障害者、乳幼児その他の特

に配慮を要する者をいい、妊婦、授乳婦及び乳幼

児の保護者等を含む。以下同じ。）のうち、避難

の実施に通常以上の時間がかかり、かつ、避難の

実施により健康リスクが高まらないもの 

○要配慮者以外の者のうち、次のいずれかに該当

し、かつ、早期の避難等の防護措置が必要なもの 

(ｱ) 安定ヨウ素剤を服用できないと医師が判断

したもの 

(ｲ) (ｱ)のほか、安定ヨウ素剤を事前配布されて

いないもの 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

番号の繰り下げ 

前頁№７の続き 

８ 

原子力 第１章第５節 

原子力発電所等

の状態に基づく

緊急事態区分 

４ ２ 施設敷地緊急事態（ＥＡＬ２） 原災法第 10

条に該当 

原子力発電所において、公衆に放射線による影

響をもたらす可能性が高い事象が生じたため、原

子力発電所周辺において緊急時に備えた避難等

の主な防護措置の準備を開始する必要がある段

階。 

３ 施設敷地緊急事態 原災法第 10条に該当 

 

原子力発電所において、公衆に放射線による影

響をもたらす可能性のある事象が生じたため、原

子力発電所周辺において施設敷地緊急事態要避

難者の避難及び緊急時に備えた避難等の主な防

護措置の準備を開始する必要がある段階。 

この段階において、市は原子力災害対策本部を

設置する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

市の対応を追加 

番号の繰り下げ 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

９ 

原子力 第１章第５節 

原子力発電所等

の状態に基づく

緊急事態区分 

４ ３ 全面緊急事態（ＥＡＬ３） 原災法第 15条

に該当 

原子力発電所において公衆に放射線による影

響をもたらす可能性が高い事象が生じたため、確

定的影響を回避し、確率的影響のリスクを低減す

る観点から、迅速な防護措置を実施する必要があ

る段階。 

４ 全面緊急事態 原災法第 15条に該当 

 

原子力発電所において公衆に放射線による影

響をもたらす可能性が高い事象が生じたため、重

篤な確定的影響を回避し、又は最小化するため、

及び確率的影響のリスクを低減する観点から、迅

速な防護措置を実施する必要がある段階。 

この段階において、市は原子力災害対策本部を

設置する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

市の対応を追加 

番号の繰り下げ 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

10 

原子力 第１章第６節 

関係機関の処理

すべき防災事務

又は業務の大綱 

５  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正（連絡窓口の

追加） 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

10 

原子力 第１章第６節 

関係機関の処理

すべき防災事務

又は業務の大綱 

５  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

前頁№10の続き 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

10 

原子力 第１章第６節 

関係機関の処理

すべき防災事務

又は業務の大綱 

６  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正（関係機関の

追加、記載の適正

化等） 

前頁№10の続き 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

11 

原子力 第１章第７節 

用語の解説 

９  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正及び記載の適

正化 

実態に合わせた追

加 

  



- 10 - 

 

新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

11 

原子力 第１章第７節 

用語の解説 

９   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

実態に合わせた追

加 

前頁№11の続き 

12 

原子力 第２章第４節 

原子力防災専門

官及び地方放射

線モニタリング

対策官との連絡

調整 

10 第４節 原子力防災専門官及び地方放射線モニ

タリング対策官との連絡調整 

第４節 原子力防災専門官及び上席放射線防災

専門官との連携 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

13 

原子力 第２章第４節 

原子力防災専門

官及び地方放射

線モニタリング

対策官との連絡

調整 

10 １ 原子力防災専門官との連携 

市は、地域防災計画（原子力災害対策編）の作

成、原子力発電所の防災体制に関する情報の収集

及び連絡、地域ごとの防災訓練の実施、柏崎刈羽

原子力防災センター（以下「原子力防災センター」

という。）の対策拠点施設としての活用及び職員

の派遣、市民等に対する原子力防災に関する情報

伝達、事故時の連絡体制、防護対策、広域連携な

どの緊急時対応等について、原子力防災専門官と

連携を図る。 

１ 原子力防災専門官との連携 

市は、地域防災計画（原子力災害対策編）の作

成、原子力発電所の防災体制に関する情報の収集

及び連絡、地域ごとの防災訓練の実施、柏崎刈羽

原子力防災センター（以下「原子力防災センター」

という。）の防災拠点としての活用及び職員の派

遣、市民等に対する原子力防災に関する情報伝

達、事故時の連絡体制の確立、防護対策、広域連

携などの緊急時対応等について、原子力防災専門

官と連携を図る。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

14 

原子力 第２章第４節 

原子力防災専門

官及び地方放射

線モニタリング

対策官との連絡

調整 

11 ２ 地方放射線モニタリング対策官との連携 

市は、事故時の連絡体制の準備、県や関係機関

が実施する緊急時モニタリングの対応等につい

て、県と連携し、必要に応じて地区の担当として

指定された地方放射線モニタリング対策官と連

携を図る。 

２ 上席放射線防災専門官との連携 

市は、事故時の連絡体制の準備、県や関係機関

が実施する緊急時モニタリングの対応等につい

て、県と連携し、必要に応じて地区の担当として

指定された上席放射線防災専門官と連携を図る。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

15 

原子力 第２章第５節 

災害応急体制整

備計画 

12 ６ 食料・物資の備蓄、調達供給体制の整備 

(3) 民間事業者との連携 

市は、災害発生時に迅速かつ効果的な災害応急

対策等が行えるよう、民間事業者との災害時の応

援協定を原子力災害時においても活用する。 

６ 食料・物資の備蓄、調達供給体制の整備 

(3) 民間事業者との連携 

市は、平時から、訓練等を通じて、物資の備蓄

状況や運送手段の確認を行うとともに、災害協定

を締結した民間事業者等の発災時の連絡先、要請

手続等の確認を行うよう努める。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

16 

原子力 第２章第６節 

情報の収集・連

絡体制等整備計

画 

13 ２ 情報の収集・連絡体制の整備 

(3) 情報の収集・連絡にあたる職員の指定 

市は、迅速かつ的確な災害情報の収集・連絡の

重要性に鑑み、発災現場の状況等について必要に

応じ情報の収集・連絡にあたる職員をあらかじめ

指定しておくなど体制を整備する。 

２ 情報の収集・連絡体制の整備 

(3) 情報の収集・連絡にあたる要員の指定 

市は、迅速かつ的確な災害情報の収集・連絡の

重要性に鑑み、発災現場の状況等について必要に

応じ情報の収集・連絡にあたる要員をあらかじめ

指定しておくなど職員の派遣体制の整備を図る。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

17 

原子力 第２章第７節 

原子力防災に関

する知識の普及

啓発計画 

15 ３ 教育機関における普及啓発 

市教育委員会は市立小・中学校長に対し、学校

防災計画に原子力防災に関して必要な事項を定

め、教職員及び児童・生徒が原子力災害に関する

基礎的、基本的事項を理解し、原子力災害時にお

いて適切な行動ができるように、原子力防災に関

する教育の充実に努めるよう指導する。 

また、幼稚園、保育園及び認定こども園の園長

等に対しても、原子力防災に関する教育の充実に

努めるよう助言・指導する。 

３ 教育機関における普及啓発 

市教育委員会は市立小・中学校長に対し、教職

員及び児童・生徒が原子力災害に関する基礎的、

基本的事項を理解し、原子力災害時において適切

な行動ができるように、原子力防災に関する教育

の充実に努めるよう指導する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

18 

原子力 第２章第９節 

原子力防災訓練

等の実施 

17 ３ 訓練の項目 

・緊急時予測システム情報の活用訓練 

３ 訓練の項目 

（削除） 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

19 

原子力 第２章第 10節 

モニタリング体

制整備計画 

17 第 10節 モニタリング体制整備計画 第 10節 緊急時モニタリング体制整備計画 新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

20 

原子力 第２章第 11節 

原子力災害医療

体制整備計画 

18 １ 計画の方針 

市は、県が実施する原子力災害に係る緊急被ば

く医療について協力体制を整備する。 

１ 計画の方針 

市は、県及び原子力事業者が実施する原子力災

害に係る原子力災害医療について協力体制を整

備する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

21 

原子力 第２章第 11節 

原子力災害医療

体制整備計画 

18 ３ 安定ヨウ素剤の予防服用体制の整備 

市は、県及び医療機関等と連携して、安定ヨウ

素剤の事前配布体制並びに緊急時における安定

ヨウ素剤の配備体制を整備する。 

３ 安定ヨウ素剤の配布及び服用体制の整備 

市は、県及び医療機関等と連携して、原子力災

害発生時において、速やかに安定ヨウ素剤を服用

できるよう、原災指針を参考に、安定ヨウ素剤の

事前配布体制並びに緊急時における安定ヨウ素

剤の配備体制を整備する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

22 

原子力 第２章第 12節 

屋内退避・避難

実施体制整備計

画 

18 ２ 屋内退避・避難等に係る計画の作成 

(1) 市は国、県及び原子力事業者の協力のもと、

県が作成した屋内退避、避難に係る基本的な考え

方を示した原子力災害に備えた新潟県広域避難

計画の行動指針に基づき、原子力災害の備えた避

難計画を整備する。 

２ 屋内退避・避難等に係る計画の作成 

(1) 市は国、県及び原子力事業者の協力のもと、

県が作成した屋内退避、避難に係る基本的な考え

方を示した新潟県原子力災害広域避難計画（以下

「県広域避難計画」という。）に基づき、原子力

災害に備えた避難計画を整備する。 

新潟県原子力災害

広域避難計画策定

に伴う修正 

23 

原子力 第２章第 12節 

屋内退避・避難

実施体制整備計

画 

19 ３ 避難所等の整備 

(1) 避難所の整備 

（略） 

（追加） 

３ 避難所等の整備及び確保への協力 

(1) 避難所の整備及び確保への協力 

①（略） 

また、新型コロナウイルス感染症を含む感染症

対策について、感染症患者が発生した場合の対応

を含め、平常時から防災担当部局と保健福祉担当

部局が連携して、必要な場合には、ホテルや旅館

等の活用を含めて検討するよう努める。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

23 

原子力 第２章第 12節 

屋内退避・避難

実施体制整備計

画 

19 （追加） ② 市は、新型コロナウイルス感染症等の自宅療

養者等の避難について、平常時から県と必要な情

報共有及び災害時の避難対応（避難先の確保、避

難方法、避難先での対応等）を調整し、連携して

対応するよう努める。 

③ 市は、避難所等において、食料、飲料水、常

備薬、マスク、消毒液、炊き出し用具、毛布等避

難生活に必要な物資等の備蓄に努める。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

前頁№23の続き 

24 

原子力 第２章第 12節 

屋内退避・避難

実施体制整備計

画 

19 ４ 要配慮者の避難・屋内退避体制の整備 

(1) 要配慮者等の避難支援体制の整備 

市は、在宅の要配慮者の避難・屋内退避が、近

隣住民、自主防災組織、消防団等の呼びかけや介

助の下で円滑に実施できるよう、あらかじめ避難

行動要支援者個別計画に基づいて避難支援体制

を整備する。 

４ 要配慮者の避難・屋内退避体制の整備 

(1) 要配慮者等の避難支援体制の整備 

市は、在宅の要配慮者の避難・屋内退避が、近

隣住民、自主防災組織、消防団等の呼びかけや介

助の下で円滑に実施できるよう、あらかじめ燕市

避難支援プラン全体計画に基づいて避難支援体

制を整備する。 

実際の計画名に合

わせた修正 

25 

原子力 第２章第 12節 

屋内退避・避難

実施体制整備計

画 

20 ６ 避難・屋内退避の市民等への事前周知 

(2) 市民等への事前周知 

市は、国、県、県内他市町村等と協議のうえ、

屋内退避、避難退域時検査及び安定ヨウ素剤配布

等の場所・避難方法（自家用車の利用、緊急避難

に伴う交通誘導、家庭動物との同行避難等を含

む。）、等について、日頃から市民等へ周知徹底を

図る。 

６ 避難・屋内退避の市民等への事前周知 

(2) 市民等への事前周知 

市は、県と協議のうえ、避難準備区域（ＵＰＺ）

及び放射線量監視地域（ＵＰＺ外）の各区域に応

じて、屋内退避、避難、スクリーニング及び安定

ヨウ素剤配布等の場所・避難方法（自家用車の利

用、緊急避難に伴う交通誘導、家庭動物との同行

避難等を含む。）等について、日頃から市民等へ

周知徹底を図る。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

26 

原子力 第２章第 12節 

屋内退避・避難

実施体制整備計

画 

20 ７ 学校等における体制の整備 

(1) 避難計画の作成 

市は、学校等の管理者に対し、原子力災害が発

生したことを想定し、学校等の職員の緊急連絡体

制及び初動体制を整備するよう指導する。 

また、原子力災害発生時に園児、児童、生徒及

び学生（以下「生徒等」という。）の安全を確保

し、生徒等が適切に行動できるよう、必要に応じ

避難行動についての計画等を具体的に定めるよ

う指導する。 

(3) 協力体制の整備 

市は、学校管理者に対し、消防、警察、地域住

民等と協力し、平素から原子力災害時における協

力体制を整備するよう指導する。 

７ 学校等における体制の整備 

(1) 体制の整備 

市は、学校等の管理者に対し、原子力災害が発

生したことを想定し、学校等の職員の緊急連絡体

制及び初動体制を整備するよう指導するととも

に、消防、警察、地域住民等と協力し、平素から

原子力災害時における協力体制を整備するよう

指導する。 

また、原子力災害発生時に園児、児童、生徒及

び学生（以下「生徒等」という。）の安全を確保

し、生徒等が適切に行動できるよう、必要に応じ

避難行動についての計画等を具体的に定めるよ

う指導する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

27 

原子力 第２章第 13節 

広域避難体制整

備計画 

20 ２ 避難所の確保・調整 

(1) 避難所候補施設の選定 

市は、市の区域を越えて避難が必要となる場合

に備え、県の調整のもと県内市町村と協議し、避

難所候補施設が複数となるよう、あらかじめ選定

する。 

２ 避難所の確保・調整 

(1) 避難所候補施設の選定 

市の区域を越えて避難が必要となる場合に備

え、県は県内市町村と協議し、避難所候補施設が

複数となるよう、あらかじめ選定する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

28 

原子力 第２章第 14節 

飲食物の出荷制

限、摂取制限等 

21 ２ 市民等への供給体制の確保 

市は、飲食物の出荷制限、摂取制限等の設定が

なされた場合における、市民等への飲食物の供給

体制をあらかじめ定めておくものとする。 

（削除） 新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

29 

原子力 第２章第 16節 

市民等への的確

な情報伝達体制

整備計画 

22 ２ 情報伝達体制及び設備の整備 

(1) 情報伝達体制及び設備の整備 

市は、県、国、防災関係機関及び自主防災組織

等と協力し、総合防災情報システム、防災行政無

線、メール配信、広報車両等の広報施設及び機器

等の整備やホームページ、コミュニティ放送、ソ

ーシャルメディア等多様なメディアの活用を図

るとともに、伝達方法、提供すべき情報の内容及

び市民等からの問い合わせに対応する相談窓口

の設置等についてあらかじめ定めるなど、必要な

体制を整備する。 

(2) 要配慮者等に対する情報伝達体制の整備 

市は、県、国及び防災関係機関等と協力し、要

配慮者等に対して災害情報が迅速かつ滞りなく

伝達されるよう、市民や自主防災組織、民生委員・

児童委員、社会福祉施設等の協力を得ながら、平

常時から通常の手段では情報の入手が困難と考

えられる者に対する情報伝達体制を整備する。 

２ 情報伝達体制及び設備の整備 

(1) 情報伝達体制及び設備の整備 

市は、県、国、防災関係機関及び自主防災組織

等と協力し、総合防災情報システム、防災行政無

線、メール配信、広報車両等の広報施設及び機器

等の整備やコミュニティ放送、ソーシャルメディ

ア等の活用による情報の伝達手段の多重化・多様

化を図るとともに、伝達方法、提供すべき情報の

内容及び市民等からの問い合わせに対応する相

談窓口の設置等についてあらかじめ定めるなど、

必要な体制を整備する。 

(2) 要配慮者等に対する情報伝達体制の整備 

市は、県、国及び防災関係機関等と協力し、要

配慮者等に対して災害情報が迅速かつ滞りなく

伝達されるよう、市民や自主防災組織、自治会、

民生委員・児童委員、社会福祉施設等の協力を得

ながら、平常時から通常の手段では情報の入手が

困難と考えられる者に対する情報伝達体制を整

備する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

記載の適正化 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

30 

原子力 第３章第１節 

災害対策本部等

の組織・運営 

25 ２ 災害対策本部等の設置基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 災害対策本部等の設置基準 

 

新潟県地域防災計

画との整合及び市

の災害対応の現在

の基準に合わせた

修正 

31 

原子力 第３章第１節 

災害対策本部等

の組織・運営 

26 ３ 警戒本部の設置 

(3) 組織 

③ 本部員：全部長、防災課長、総務課長、事務

局職員 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

(5) 本部の廃止 

３ 警戒本部の設置 

(3) 組織 

③ 本部員：全部長級職員、防災課長、総務課長、

防災課職員、総合調整員 

(5) 本部会議の開催 

指示の徹底及び各部局の情報交換と対応の調

整等のため、必要に応じて本部会議を開催する。 

① 本部会議は、本部長、副本部長及び本部員を

もって構成し、本部長が主宰する。 

② 本部長は、必要に応じて関係機関の職員に対

し本部会議への出席を依頼する。 

(6) 本部の廃止 

新潟県地域防災計

画との整合及び市

の災害対応の現在

の体制に合わせた

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

32 

原子力 第３章第１節 

災害対策本部等

の組織・運営 

28  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市の災害対応の現

在の組織体制に合

わせた修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

33 

原子力 第３章第１節 

災害対策本部等

の組織・運営 

29  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市の災害対応の現

在の組織体制・職

務に合わせた修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

33 

原子力 第３章第１節 

災害対策本部等

の組織・運営 

30  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県地域防災計

画との整合及び市

の災害対応の現在

の組織体制・職務

に合わせた修正 

前頁№33の続き 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

33 

原子力 第３章第１節 

災害対策本部等

の組織・運営 

31  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市の災害対応の現

在の組織体制・職

務に合わせた修正 

前頁№33の続き 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

34 

原子力 第３章第１節 

災害対策本部等

の組織・運営 

33 ５ 原子力災害合同対策協議会等への職員の派

遣等 

(1) 現地事故対策連絡会議 

市は、原子力防災センター等で現地事故対策連

絡会議が開催されるときは、現地災害対策本部員

を派遣させ、各関係機関の情報を相互に共有する

とともに、国、県が行う応急対策の状況、緊急事

態応急対策の準備状況等について情報の共有を

行う。 

(2) 原子力災害合同対策協議会 

５ 原子力災害合同対策協議会等への職員の派

遣等 

(1) 現地事故対策連絡会議への出席等 

市は、原子力防災センター等で現地事故対策連

絡会議が開催されるときは、現地災害対策本部員

をこれに出席させ、各関係機関の情報を相互に共

有するとともに、国、県が行う応急対策の状況、

緊急事態応急対策の準備状況等について随時連

絡するなど当該職員を通じて情報の共有を行う。 

(2) 原子力災害合同対策協議会への出席等 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

35 

原子力 第３章第１節 

災害対策本部等

の組織・運営 

33 ６ 国、県の職員及び専門家等の派遣要請 

(1) 原子力規制庁等の職員等の派遣要請 

市は、災害対策本部を設置した場合、必要に応

じて、原子力規制庁等に対して、専門的知識を有

する職員等の派遣を要請する。 

６ 国、県の職員及び専門家等の派遣要請 

市は、災害対策本部を設置した場合、必要に応

じ、国に対し専門的知識を有する職員及び県に対

し県の原子力災害対策本部員の派遣を要請する。 

また、緊急事態応急対策のため必要と認めると

きは、原子力事業者に対し、災害対策本部への職

員の派遣を要請する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

35 

原子力 第３章第１節 

災害対策本部等

の組織・運営 

33 (2) 指定地方行政機関等の職員の派遣要請 

市は、緊急事態応急対策又は原子力災害事後対

策のため必要と認めるときは、原災法第 28 条第

3項の規定により、指定行政機関又は指定地方行

政機関の長に対し、職員の派遣を要請し、又は内

閣総理大臣もしくは知事に対し、指定行政機関又

は指定地方行政機関の職員の派遣について斡旋

を求める。 

また、市長は、緊急事態応急対策又は原子力災

害事後対策のため必要と認めるときは、同法第

28 条第 6 項の規定により、指定行政機関又は指

定地方行政機関の長に対し、放射線による人体の

障害の予防、診断及び治療に関する助言その他必

要な援助を求める。 

(3) 原子力事業者の職員の派遣要請 

市長は、緊急事態応急対策のため必要と認める

ときは、原子力事業者に対し、災害対策本部への

職員の派遣を要請する。 

（削除） 新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

前頁№35の続き 

36 

原子力 第３章第２節 

情報の収集・連

絡、緊急連絡体

制及び通信の確

保 

34 （追加） ２ 情報収集事態発生情報等の通報・連絡 

 原子力規制委員会・内閣府合同情報連絡室（以

下「合同情報連絡室」という。）は、情報収集事

態の発生に伴い、県及び避難準備区域（ＵＰＺ）

内の市町村に対して、合同情報連絡室立ち上げの

通知を行うとともに、必要に応じて事態の進展に

備え、情報連絡体制をとるよう要請する。 

第３章第１節２と

の整合による追加 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

37 

原子力 第３章第２節 

情報の収集・連

絡、緊急連絡体

制及び通信の確

保 

34 ２ 警戒事態発生情報等の通報・連絡 

(2) 原子力規制委員会の情報提供 

原子力規制委員会は、警戒事態に該当する自然

災害を認知したとき又は原子力事業者等により

報告された事象が警戒事態に該当すると判断し

た場合には、警戒事態の発生及びその後の状況に

ついて、関係省庁、県及び重点区域を含む市町村

に対し情報提供を行う。 

３ 警戒事態発生時の連絡等 

(2) 県、国、防災関係機関相互の連絡 

① 警戒事態に該当する自然災害を認知したとき

又は原子力事業者等により報告された事象が原

子力規制委員会において警戒事態に該当すると

判断された場合は、原子力規制委員会及び内閣府

は、原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警

戒本部（以下「国の事故警戒本部」という。）及

び原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同現地

警戒本部を設置する。 

また、原子力規制委員会は、警戒事態の発生及

びその後の状況について、関係省庁、県及び重点

区域を含む市町村に対し情報提供を行う。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

番号の繰り下げ 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

37 

原子力 第３章第２節 

情報の収集・連

絡、緊急連絡体

制及び通信の確

保 

34  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 防災関係機関相互との連絡 

市は、国、県及び防災関係機関と相互に協力し、

通報の内容、事故の状況、モニタリングポスト等

の観測値、避難の必要性及び市民がとるべき行動

の指針等について、市民に対して広報する。 

また、市は、国、県及び防災関係機関と相互に

緊密な情報交換を行う。 

② 国の事故警戒本部は、即時避難区域（ＰＡ

Ｚ）及び避難準備区域（ＵＰＺ）の市町村に対

し、連絡体制の確立等の必要な体制をとるよう

要請する。 

さらに、即時避難区域（ＰＡＺ）を含む市村

に対して、原子力事業所の被害状況に応じて、

原災指針で規定される施設敷地緊急事態要避難

者の避難準備（施設敷地緊急事態要避難者数の

確認、避難先、輸送手段の確保等）を行うよ

う、避難準備区域（ＵＰＺ）外の市町村に対し

ては、施設敷地緊急事態要避難者の避難準備

（避難先、輸送手段の確保等）に協力するよう

要請する。 

この際併せて、気象情報を提供する。 

③ 市は、国、県及び防災関係機関と相互に協力

し、通報の内容、事故の状況、モニタリングポ

スト等の観測値、避難の必要性及び市民がとる

べき行動の指針等について、市民に対して広報

する。 

また、市は、国、県及び防災関係機関と相互

に緊密な情報交換を行う。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

前頁№37の続き 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

38 

原子力 第３章第２節 

情報の収集・連

絡、緊急連絡体

制及び通信の確

保 

34 ３ 施設敷地緊急事態発生情報等の通報・連絡 

(1) 原子力関係法令等に基づく通報・連絡 

原子力発電所の原子力防災管理者（以下「原子

力防災管理者」という。）は、施設敷地緊急事態

発生後又は発見の通報を受けた場合は、直ちに市

町村をはじめ官邸（内閣官房）、原子力規制委員

会、内閣府、県、県警察、柏崎警察署、柏崎市消

防本部、新潟海上保安部及び原子力防災専門官等

に同時に事象発生の情報等をファクシミリで送

付する。 

 

 

(2) 原子力規制委員会の連絡 

原子力規制委員会は、通報を受けた事象につい

て、原子力緊急事態宣言を発出すべきか否かの判

断を直ちに行い、事象の概要、事象の今後の進展

の見通し等事故情報等について県をはじめ官邸

（内閣官房）、即時避難区域（PAZ）を含む市村

及び県警察に連絡する。 

４ 施設敷地緊急事態発生情報等の通報・連絡 

(1) 施設敷地緊急事態発生情報の連絡等 

原子力発電所の原子力防災管理者（以下「原子

力防災管理者」という。）は、施設敷地緊急事態

発生後又は発見の通報を受けた場合は、直ちに市

町村をはじめ官邸（内閣官房）、原子力規制委員

会、内閣府、県、県警察、柏崎警察署、柏崎市消

防本部、新潟海上保安部及び原子力防災専門官等

に同時に事象発生の情報等をファクシミリで送

付する（原災法第 10条に基づく通報）。 

さらに、市を含む主要な機関に対してはその着

信を確認する。 

(2) 国の通報・連絡 

① 原子力規制委員会は、通報を受けた事象につ

いて、原子力緊急事態宣言を発出すべきか否かの

判断を直ちに行い、原子力規制委員会・内閣府原

子力事故合同対策本部（以下「国の事故対策本部」

という。）内に情報を共有する。 

国の事故対策本部は、県をはじめ、即時避難区

域（ＰＡＺ）及び避難準備区域（ＵＰＺ）を含む

市町村及び県警察に連絡することとする。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

番号の繰り下げ 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

38 

原子力 第３章第２節 

情報の収集・連

絡、緊急連絡体

制及び通信の確

保 

34 （追加） ② 国の事故対策本部は、即時避難区域（ＰＡＺ）

を含む市村に対して、施設敷地緊急事態要避難者

の避難や、施設敷地緊急事態要避難者以外の住民

等の避難等の準備（避難先や輸送手段の確保等）

を、避難準備区域（ＵＰＺ）を含む市町に対して

は、屋内退避等の防護措置の準備を行うよう要請

する。 

また、避難準備区域（ＵＰＺ）外の市町村に対

して、避難した施設敷地緊急事態要避難者の受入

れ及び施設敷地緊急事態要避難者以外の住民等

の避難等の防護措置の準備（避難先や輸送手段の

確保等）に協力するよう要請する。 

③ 県及び即時避難区域（ＰＡＺ）・避難準備区域

（ＵＰＺ）を含む市町村等が施設敷地緊急事態に

おける防護措置を実施するにあたり、次の事項に

ついて、国の事故警戒本部等において、要請内容

の判断のため事前の状況把握を行うとともに、要

請後においても、防護措置の実施状況等の共有を

図るなど、県と国及び即時避難区域（ＰＡＺ）避

難準備区域（ＵＰＺ）を含む市町村等はそれぞれ

が実施する対策について相互に協力する。 

・施設敷地緊急事態要避難者の数及び内訳並び

に避難の方針 

・避難ルート、避難先の概要 

・移動手段の確保見込み 

・その他必要な事項 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

前頁№38の続き 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

38 

原子力 第３章第２節 

情報の収集・連

絡、緊急連絡体

制及び通信の確

保 

34 (3) 内閣府の連絡 

原子力保安検査官等現地に配置された国の職

員は、施設敷地緊急事態発生後、直ちに現場の

状況等を確認し、その結果について速やかに原

子力防災専門官へ連絡する。 

また、原子力防災専門官は、収集した情報を整理

し、県、原子力規制委員会、重点区域を含む市町

村に連絡する。 

 

 

(4) 県の連絡 

 県は、原子力防災管理者、原子力規制委員会及

び原子力防災専門官から通報・連絡を受けた事項

について、次に掲げる事項に留意し、関係する防

災関係機関に連絡するとともに、防災無線の一斉

通報ＦＡＸ等により、市町村及び消防本部に通報

する。 

④ 原子力運転検査官等現地に配置された国の職

員は、施設敷地緊急事態発生後、直ちに現場の状

況等を確認し、その結果について速やかに国の事

故対策本部へ連絡する。 

⑤ 原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同現

地対策本部（以下「国の事故現地対策本部」とい

う。）は、県、即時避難区域（ＰＡＺ）及び避難

準備区域（ＵＰＺ）内の市町村に対して情報提供

を行うとともに、今後の情報に注意するよう市民

等への注意喚起を行うよう要請する。 

(3) 県の連絡 

 県は、原子力防災管理者、国の事故対策本部及

び国の事故現地対策本部から通報・連絡を受けた

事項について、次に掲げる事項に留意し、関係す

る防災関係機関に連絡するとともに、防災無線の

一斉通報ＦＡＸ等により、市町村及び消防本部に

通報する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

前頁№38の続き 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

39 

原子力 第３章第２節 

情報の収集・連

絡、緊急連絡体

制及び通信の確

保 

 （追加） ５ 全面緊急事態における連絡等 

(1) 原子力防災管理者は、全面緊急事態が発生し

た場合、県、市町村及び国に、直ちに通報する。 

(2) 国の事故対策本部は、官邸（内閣官房）に原

子力緊急事態宣言案並びに県及び関係市町村の

長に対する原災法第 15 条第３項に基づく指示案

を送付する。 

(3) 県及び即時避難区域（ＰＡＺ）・避難準備区

域（ＵＰＺ）を含む市町村等が全面緊急事態にお

ける防護措置を実施するにあたり、次の事項につ

いて、国の事故対策本部等において、指示内容の

判断のため事前の状況把握等を行うとともに、指

示後においても、原子力災害合同対策協議会等に

おいて防護措置の実施状況等の共有を図るなど、

県と国及び即時避難区域（ＰＡＺ）・避難準備区

域（ＵＰＺ）を含む市町村等はそれぞれが実施す

る対策について相互に協力する。 

① 即時避難区域（ＰＡＺ）内の避難者の数及び

避難の方針 

② 避難準備区域（ＵＰＺ）内の屋内退避の対象

者の数と屋内退避の方針 

③ 避難ルート、避難先の概要 

④ 移動手段の確保の見込み 

⑤ その他必要な事項 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

40 

原子力 第３章第２節 

情報の収集・連

絡、緊急連絡体

制及び通信の確

保 

36  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

41 

原子力 第３章第２節 

情報の収集・連

絡、緊急連絡体

制及び通信の確

保 

37 ４ 応急対策活動情報等の連絡 

(1) 施設敷地緊急事態発生後の応急対策活動情

報、被害情報等の連絡 

①（略） 

 

 

 

(2) 全面緊急事態における連絡等（原子力緊急

事態宣言後の応急対策活動情報、被害情報等の

連絡） 

① 原子力規制委員会は、全面緊急事態が発生し

たと判断した場合は直ちに指定行政機関、関係

省庁、県及び重点区域を含む市町村に連絡を行

う。 

６ 応急対策活動情報等の連絡 

(1) 施設敷地緊急事態発生後の応急対策活動情

報、被害情報等の連絡 

①（略） 

また、原子力事業者は、上記以外の市町村に対

し、安全協定に基づき、定期的に文書により状況

を連絡する。 

(2) 全面緊急事態における連絡等（原子力緊急

事態宣言後の応急対策活動情報、被害情報等の

連絡） 

① 原子力規制委員会は、全面緊急事態が発生し

たと判断した場合は直ちに指定行政機関、関係

省庁、県及び即時避難区域（ＰＡＺ）・避難準

備区域（ＵＰＺ）を含む市町村に連絡を行う。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

番号の繰り下げ 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

41 

原子力 第３章第２節 

情報の収集・連

絡、緊急連絡体

制及び通信の確

保 

37 ② 市は、国の現地対策本部、県、重点区域を含

む市町村、指定公共機関、指定地方行政機関及

び原子力事業者その他関係機関とともに、原子

力防災センター等に設置される原子力災害合同

対策協議会において、原子力発電所の状況の把

握、モニタリング情報の把握、医療関係情報の

把握、住民避難・屋内退避状況の把握等を担う

機能班にそれぞれ職員を配置することにより、

常時継続的に必要な情報を共有するとともに、

各機関が行う緊急事態応急対策について必要な

調整を行う。 

③ 市は、原子力防災センターに派遣した職員に

対し、市が行う緊急事態応急対策活動の状況、被

害の状況等に関する情報を随時連絡する。 

(3) 災害情報の連絡 

① 原子力防災専門官は、原子力防災センター等

において、必要な情報の収集・整理を行うととも

に、県、重点区域を含む市町村、その他防災関係

機関及び原子力事業者との間の連絡・調整等を引

き続き行う。 

② 市は、国の現地対策本部、県、即時避難区域

（ＰＡＺ）・避難準備区域（ＵＰＺ）を含む市町

村、指定公共機関、指定地方行政機関及び原子力

事業者その他関係機関とともに、原子力防災セン

ター等に設置される原子力災害合同対策協議会

において、原子力発電所の状況の把握、緊急時モ

ニタリング情報の把握、医療関係情報の把握、住

民避難・屋内退避状況の把握等を担う機能班にそ

れぞれ職員を配置することにより、常時継続的に

必要な情報を共有するとともに、各機関が行う緊

急事態応急対策について必要な調整を行う。ま

た、原子力防災センターに派遣した職員に対し、

市が行う緊急事態応急対策活動の状況、被害の状

況等に関する情報を随時連絡する。 

(3) 災害情報の連絡 

① 原子力防災専門官は、原子力防災センター等

において、必要な情報の収集・整理を行うととも

に、県、即時避難区域（ＰＡＺ）・避難準備区域

（ＵＰＺ）を含む市町村、その他防災関係機関及

び原子力事業者との間の連絡・調整等を引き続き

行う。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

前頁№41の続き 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

41 

原子力 第３章第２節 

情報の収集・連

絡、緊急連絡体

制及び通信の確

保 

37 ② 原子力規制委員会は、一般回線が使用できな

い場合において、県、重点区域を含む市町村及

び住民に対して、必要に応じ、衛星電話、イン

ターネットメール、Ｊ－ＡＬＥＲＴ等多様な通

信手段を用いて、国の原子力災害対策本部の指

示等を確実に伝達する。 

② 原子力規制委員会は、一般回線が使用できな

い場合において、県、即時避難区域（ＰＡ

Ｚ）・避難準備区域（ＵＰＺ）を含む市町村及

び住民に対して、必要に応じ、衛星電話、イン

ターネットメール、Ｊ－ＡＬＥＲＴ等多様な通

信手段を用いて、国の原子力災害対策本部の指

示等を確実に伝達する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

前頁№41の続き 

42 

原子力 第３章第２節 

情報の収集・連

絡、緊急連絡体

制及び通信の確

保 

37 ５ 通信の確保 

（追加） 

７ 通信の確保等 

(3) 国からの指示等の伝達 

国の原子力災害対策本部は、県、即時避難区

域（ＰＡＺ）・避難準備区域（ＵＰＺ）を含む

市町村及び住民に対して、必要に応じ、衛星電

話、インターネットメール等多様な通信手段を

用いて、国の原子力災害対策本部の指示等を確

実に伝達することとされており、県は伝達され

た内容を市町村及び消防本部に連絡する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

番号の繰り下げ 

43 

原子力 第３章第２節 

情報の収集・連

絡、緊急連絡体

制及び通信の確

保 

 （追加） ８ 一般回線が使用できない場合の対処 

市は、地震等の影響に伴い、一般回線が使用

できない場合は、衛星通信回線及び防災行政無

線等を活用し、情報収集・連絡を行う。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

44 

原子力 第３章第３節 

広域的応援対応 

38 ２ 応援要請 

(2) 新潟県広域消防相互応援協定に基づく要請 

市長又は消防長は、管内の消防力で対応でき

ないと判断した場合は、速やかに「新潟県広域

消防相互応援協定」に基づく応援を協定市長村

等の長（消防長）又は地域の代表消防本部に要

請を行う。 

 

(3) 緊急消防援助隊の出動要請 

市は、必要があると判断した場合は、県に対

し緊急消防援助隊の出動を要請する。 

２ 応援要請 

(2) 新潟県広域消防相互応援協定に基づく要請 

燕・弥彦総合事務組合の管理者である市長又

は消防長は、管内の消防力で対応できないと判

断した場合は、速やかに「新潟県広域消防相互

応援協定」に基づく応援を協定市長村等の長

（消防長）又は地域の代表消防本部に要請を行

う。 

(3) 緊急消防援助隊の出動要請 

燕・弥彦総合事務組合消防本部（以下「消防本

部」という。）は、必要があると判断した場合は、

県に対し緊急消防援助隊の出動を要請する。 

消防本部の組織の

明確化 

45 

原子力 第３章第４節 

市民等への的確

な情報伝達活動 

39 ２ 迅速かつ的確な情報提供 

(3) 市民等ニーズに応じた情報提供及び要配慮

者等への配慮 

市は、役割に応じて市民等のニーズを十分把

握し、原子力災害の状況（原子力発電所等の事

故の状況、モニタリングの結果等）、農林水産

物の放射性物質調査の結果及び出荷制限等の状

況、安否情報、医療機関などの、市及び関係機

関が講じている施策に関する情報、交通規制、

避難経路、避難場所など市民等に役立つ正確か

つきめ細やかな情報を適切に提供する。 

２ 迅速かつ的確な情報提供 

(3) 市民等ニーズに応じた情報提供及び要配慮

者等への配慮 

市は、役割に応じて市民等のニーズを十分把

握し、原子力災害の状況（原子力発電所等の事

故の状況、緊急時モニタリングの結果等）、飲

食物の放射性核種濃度測定の結果及び出荷制限

等の状況、安否情報、医療機関などの情報、市

及び関係機関が講じている施策に関する情報、

交通規制、避難経路、避難場所など市民等に役

立つ正確かつきめ細やかな情報を適切に提供す

る。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

45 

原子力 第３章第４節 

市民等への的確

な情報伝達活動 

39 (5) 多様な媒体の活用 

市は、情報伝達にあたって、総合防災情報

システム、防災行政無線、広報車等によるほ

か、テレビやラジオ等の放送事業者、緊急速

報メールなどの一斉同報配信できる電気通信

事業者、通信社、新聞社等の報道機関の協力

を求めるとともに、安否情報、交通情報、各

種問い合わせ先等を随時入手したいというニ

ーズに応えるため、インターネット等を活用

し、的確な情報を提供できるよう努める。 

また、被災者のおかれている生活環境、居

住環境等が多様であることに鑑み、情報を提

供する際に活用する媒体に配慮する。特に、

避難場所にいる被災者は、情報を得る手段が限

られていることから、紙媒体でも情報提供を行

うなど、適切に情報提供がなされるよう努め

る。 

(5) 多様な媒体の活用 

市は、情報伝達にあたって、新潟県総合防

災情報システム、防災行政無線、広報車等に

よるほか、テレビやラジオ等の放送事業者、

緊急速報メールなどの一斉同報配信できる電

気通信事業者、通信社、新聞社等の報道機関

の協力を求めるとともに、安否情報、交通情

報、各種問い合わせ先等を随時入手したいと

いうニーズに応えるため、インターネット等

を活用し、的確な情報を提供できるよう努め

る。 

また、被災者のおかれている生活環境、居

住環境等が多様であることに鑑み、情報を提

供する際に活用する媒体に配慮する。特に、

停電や通信障害発生時は、情報を得る手段が限

られていることから、被災者生活支援に関する

情報についてはチラシの貼り出し、配布等の紙

媒体や広報車でも情報提供を行うなど、適切に

情報提供がなされるよう努める。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

前頁№45の続き 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

46 

原子力 第３章第４節 

市民等への的確

な情報伝達活動 

40  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

47 

原子力 第３章第５節 

屋内退避・避難

等の防護措置 

41 （追加） ２ 避難・屋内退避等の指標 

放射性物質の放出等に伴う放射線被ばくから

地域住民を防護するため、状況に応じ、市民及

び一時滞在者等に対して避難・屋内退避等の措

置を講ずる。 

これらの避難・屋内退避等の措置について

は、柏崎刈羽原子力発電所原子力事業者防災業

務計画に定められているＥＡＬの基準、原災指

針に定められているＯＩＬの基準のほか、事故

の状況、気象状況、避難経路となる道路の被災

状況、避難先の状況、大気中の放射性物質の濃

度や線量率の予測結果によるものとする。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

48 

原子力 第３章第５節 

屋内退避・避難

等の防護措置 

41 ２ 屋内退避、避難等の防護措置の実施基準 

(2) 施設敷地緊急事態が発生した時の措置 

市は、原子力発電所において施設敷地緊急事

態が発生した場合は、避難準備区域（ＵＰＺ）

の市民等に対し、屋内退避準備情報を発令す

る。 

 

 

 

 

 

(3) 全面緊急事態に至った時の措置 

市は、原子力発電所において全面緊急事態に

至った場合は、避難準備区域（ＵＰＺ）の市民

等に対し、屋内退避の指示を行うとともに、避

難準備区域（ＵＰＺ）より以遠の市民等に対

し、屋内退避準備情報を発令する。 

３ 屋内退避、避難等の防護措置の実施 

(2) 施設敷地緊急事態が発生した時の措置 

市は、原子力発電所において施設敷地緊急事

態が発生した場合は、国の要請等により、県と

ともに、避難準備区域（ＵＰＺ）内における屋

内退避の準備を行うとともに、避難準備区域

（ＵＰＺ）外においては、避難した施設敷地緊

急事態要避難者の受入れ及び施設敷地緊急事態

要避難者以外の住民の避難準備（避難者数の確

認、避難ルート・避難先、移動手段の確保等）

を行う。 

(3) 全面緊急事態に至った時の措置 

市は、原子力発電所において全面緊急事態に

至った場合は、国の要請等により、避難準備区

域（ＵＰＺ）の市民等に対し、屋内退避の実施

やＯＩＬに基づく防護措置の準備（避難・一時

移転先、輸送手段の確保等）の指示を行うとと

もに、避難準備区域（ＵＰＺ）より以遠の市民

等に対し、屋内退避準備情報を発令する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

番号の繰り下げ 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

48 

原子力 第３章第５節 

屋内退避・避難

等の防護措置 

41 （追加）  (4) 放射性物質が放出された場合の措置 

市は、放射性物質が放出された場合、県から

の指示等により、市民等に対する屋内退避又は

避難の指示等の連絡、確認等必要な緊急事態応

急対策を実施するとともに、住民避難の支援が

必要な場合には、県及び他市町村と連携し国に

要請する。 

また、避難・屋内退避の措置を講じる場合に

は、県及び国と協力し、市民の被ばく線量をで

きる限り抑えるために、予測線量、予測される

放射性物質の放出開始までの時間、放出継続時

間及び避難に要する予測時間帯を勘案して対応

する。 

なお、屋内退避、避難等の判断に必要な情報

が十分に得られない場合は、県とともに屋内退

避又は即時避難を行うことを検討する。 

(5) 複合災害が発生した場合の措置 

複合災害が発生した場合においても人命の安

全を第一とし、自然災害による人命への直接的

なリスクが極めて高い場合等には、自然災害に

対する避難行動をとり、自然災害に対する安全

が確保された後に、原子力災害に対する避難行

動をとることを基本とする。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

前頁№48の続き 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

48 

原子力 第３章第５節 

屋内退避・避難

等の防護措置 

41 （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 情報が十分に得られない時等の措置 

（追加） 

(6) 避難が危険を伴う場合の措置 

市は、避難時の周囲の状況等により避難を行

うことがかえって危険を伴うおそれがあり、か

つ、事態に照らし緊急を要する場合等やむを得

ない時は、居住者等に対し、屋内での退避等の

緊急安全確保措置を指示することができるもの

とされている。 

(7) 自然災害等による緊急の避難等が必要な場

合の措置 

市は、国が原子力災害の観点から屋内退避指

示を出している中で、自然災害を起因とする緊

急の避難等が必要になった場合には、人命最優

先の観点から、当該地域の住民に対し、独自の

判断で避難指示を行うものとする。その際に

は、市は県及び国と緊密な連携を図るものとす

る。 

(8) 情報が十分に得られない時等の措置 

(9) 避難・屋内退避等の指示の周知 

市は、一時滞在者等の避難が確実に行われる

よう、避難・屋内退避等の指示の周知及び避難

誘導に際して十分に配慮する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

前頁№48の続き 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

48 

原子力 第３章第５節 

屋内退避・避難

等の防護措置 

41 （追加）  (10) 避難・一時移転の際の事前の状況把握 

市は、避難・一時移転を実施するにあたり、

次の事項について、原子力災害合同対策協議会

等において、指示内容の判断のため事前の状況

把握等を行うとともに、指示後においても同協

議会等において防護措置の実施状況等の共有を

図るなど、県と国及び他市町村とともに実施す

る対策について相互に協力する。 

・避難準備区域（ＵＰＺ）内の避難・一時移転

の対象区域及び対象者の数並びに避難・一時移

転の方針 

・避難ルート、避難先の概要 

・移動手段の確保見込み 

・その他必要な事項 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

前頁№48の続き 

49 

原子力 第３章第５節 

屋内退避・避難

等の防護措置 

42 ３ 屋内退避、避難の実施 ４ 屋内退避、避難の実施に係る指示等 新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

番号の繰り下げ 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

50 

原子力 第３章第５節 

屋内退避・避難

等の防護措置 

43 ４ 要配慮者等の支援 

(2) 屋内退避及び避難誘導支援 

市は、原子力発電所で施設敷地緊急事態又は

全面緊急事態が発生し、屋内退避等の指示があ

った等の場合は、在宅の要配慮者の屋内退避・

避難誘導を避難行動要支援者個別計画に基づ

き、近隣住民、民生委員・児童委員、自主防災

組織、消防団等の呼びかけや介助により迅速、

円滑かつ確実に実施する。 

５ 要配慮者等の支援 

(2) 屋内退避及び避難誘導支援 

市は、原子力発電所で施設敷地緊急事態又は

全面緊急事態が発生し、屋内退避等の指示があ

った等の場合は、在宅の要配慮者の屋内退避・

避難誘導を燕市避難支援プラン全体計画に基づ

き、近隣住民、民生委員・児童委員、自主防災

組織、消防団等の呼びかけや介助により迅速、

円滑かつ確実に実施する。 

実際の計画名に合

わせた修正 

番号の繰り下げ 

51 

原子力 第３章第５節 

屋内退避・避難

等の防護措置 

43 （追加） ６ 感染症流行下での防護措置 

市は、新型コロナウイルスのような感染症の

流行下において原子力災害が発生した場合、避

難所における避難者の過密抑制など感染症対策

を十分考慮した上で避難や屋内退避等の防護措

置を行う。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

52 

原子力 第３章第５節 

屋内退避・避難

等の防護措置 

43 ５ 避難所の運営 

 市及び避難市町村は、自治会や自主防災組織

等の協力を得て、避難所等の運営を行う。 

 

（追加） 

７ 避難所等の開設・運営等 

 市及び避難市町村は、緊急時に必要に応じ

て、自治会や自主防災組織等の協力を得て、避

難所等の開設・運営を行う。 

(5) 感染症対策の実施 

 市は、避難所において感染症の発生、拡大が

みられる場合は、感染症対策として必要な措置

を講じるよう努める。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

番号の繰り下げ 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

53 

原子力 第３章第５節 

屋内退避・避難

等の防護措置 

44 ６ 屋内退避者・避難者の生活支援 

(5) 要配慮者への配慮 

市は、避難所等施設管理者の指示により、自

治会や自主防災組織を通じて、子どもや病弱者

等を優先しながら物資を配布する。 

８ 屋内退避者・避難者の生活支援 

(5) 要配慮者への配慮 

市は、自治会や自主防災組織等を通じて、子

どもや病弱者等を優先しながら物資を配布す

る。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

番号の繰り下げ 

54 

原子力 第３章第５節 

屋内退避・避難

等の防護措置 

44 ７ 屋内退避・避難指示の解除 ９ 屋内退避・避難指示の解除 番号の繰り下げ 

55 

原子力 第３章第６節 

治安の確保 

45 ２ 警戒区域の設定等 

(2) 実効性を上げるための措置 

市は、避難を勧告又は指示した区域について、

市民等の生命又は身体に対する危険を防止する

ため、外部から車両等が進入しないよう指導する

など、勧告及び指示の実効性を上げるために必要

な措置をとるよう国、県、県警察等に要請するな

ど、関係機関と連携した運用体制を確立する。 

２ 警戒区域の設定等 

(2) 実効性を上げるための措置 

市は、避難を指示した区域について、市民等の

生命又は身体に対する危険を防止するため、外部

から車両等が進入しないよう指導するなど、指示

の実効性を上げるために必要な措置について、関

係機関と連携した運用体制を確立する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

56 

原子力 第３章第７節 

飲料水、飲食物

の摂取制限、農

林水産物等の摂

取及び出荷制限 

46 第７節 飲料水、飲食物の摂取制限、農林水産

物等の摂取及び出荷制限 

第７節 飲食物の摂取制限及び出荷制限、農林

水産物等の採取及び出荷制限 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

57 

原子力 第３章第７節 

飲料水、飲食物

の摂取制限、農

林水産物等の摂

取及び出荷制限 

46 ２ 飲料水、飲食物の摂取制限 

市は、国の指導・助言、指示及び放射性物質

による汚染状況調査に基づいた県の指示を受け

た場合は、汚染水源の使用禁止、汚染飲料水の

飲用禁止及び汚染飲食物の摂取制限等必要な措

置及びこれらの解除について、市民等への周知

徹底及び注意喚起を図る。 

３ 農林水産物の摂取及び出荷制限 

市は、国の指導・助言及び指示に基づき、県

から次のとおり汚染農林水産物の採取、漁獲の

禁止、出荷制限等必要な措置をとるよう指示を

受けた場合は、県からの指示内容を周知すると

ともに、農林水産物の生産者、出荷機関及び市

場の責任者に対し、これらの措置を講じるよう

指示する。 

(2) 農林水産物等の採取、漁獲の禁止 

２ 飲食物の摂取制限及び出荷制限 

市は、国の指示及び要請並びに飲食物の放射

性核種濃度測定調査に基づいた県の指示を受け

た場合は、汚染水源の使用禁止、汚染飲料水の

飲用禁止及び汚染飲食物の摂取制限、出荷制限

及びこれらの解除について、市民等への周知徹

底及び注意喚起を図る。 

また、市は、国の指示及び要請に基づいた県

からの措置の指示を受けた場合は、県からの指

示内容を周知するとともに、農林水産物の生産

者、出荷機関及び市場の責任者に対し、これら

の措置を講じるよう指示する。 

 

 

 

(2) 農林水産物等の採取 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正及び実態に合

わせた修正 

58 

原子力 第３章第７節 

飲料水、飲食物

の摂取制限、農

林水産物等の摂

取及び出荷制限 

46 ４ 飲料水及び飲食物の供給 

市は、県から飲料水、飲食物の摂取制限等の

措置をとるよう指示を受けたときは、燕市地域

防災計画（風水害等対策編）第3章第22節「食料

供給計画」、同章第23節「生活等必需品等供給

計画」及び同章第32節「給水・上水道施設応急

対策」に基づき、県と協力して市民等への代替

飲食物の供給などの応急措置を講ずる。 

３ 飲料水及び飲食物の供給 

市は、県から飲料水、飲食物の摂取制限等の

措置をとるよう指示を受けたときは、燕市地域

防災計画（風水害等対策編）第3章第23節「食料

供給計画」、同章第24節「生活等必需品等供給

計画」及び同章第33節「給水・上水道施設応急

対策」に基づき、県と協力して市民等への代替

飲食物の供給などの応急措置を講ずる。 

記載の適正化 

番号の繰り上げ 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

59 

原子力 第３章第８節 

緊急輸送活動 

47 ２ 緊急輸送活動 

(1) 緊急輸送の順位 

 

 

 

 

２ 緊急輸送活動 

(1) 緊急輸送の順位 

 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

60 

原子力 第３章第８節 

緊急輸送活動 

48 ４ 輸送体制 

(1) 陸路による輸送 

② 市は、県警察と協議のうえ、交通可能道路等

の情報に基づき、緊急輸送ルートを選定する。 

③（略） 

④ 市は、鉄道によって輸送する場合は、県及び

鉄道事業者と協議して行う。 

(2) 空路による輸送 

① 市は、災害応急対策要員、医療従事者、防災

活動資機材、医薬品等の輸送のため必要がある

と認めるときは、県、県警察、自衛隊、海上保

安庁等のヘリコプターの出動を要請する。 

②（略） 

４ 輸送体制 

(1) 陸路による輸送 

（削除） 

 

②（略） 

（削除） 

 

(2) 空路による輸送 

（削除） 

 

 

 

（略） 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

60 

原子力 第３章第８節 

緊急輸送活動 

48 (3) 海路による輸送 

市及び県は、陸路による輸送が困難な場合、

又は重量かつ大量な緊急物資、復旧資材の運搬

等海路による輸送がより効果的な場合には、必

要に応じ、指定公共機関及び指定地方公共機関

に協力を求め、さらに必要があれば、海上自衛

隊、第九管区海上保安本部及び北陸信越運輸局

の協力のもと、海路による輸送を実施する。 

（削除） 新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

前頁№60の続き 

61 

原子力 第３章第９節 

救助・救急及び

消火活動 

49 担当：燕・弥彦総合事務組合消防本部 担当：燕・弥彦総合事務組合総務消防局 組織名の変更に伴

う修正 

62 

原子力 第３章第９節 

救助・救急及び

消火活動 

49 １ 計画の方針 

市は、緊急時において、放射性物質及び放射

線による影響は五感に感じられないなどの原子

力災害の特殊性を勘案し、防災関係機関相互の

緊密な協力体制により、救助・救急及び消火活

動を迅速かつ的確に実施する。 

１ 計画の方針 

消防本部は、緊急時において、放射性物質及

び放射線による影響は五感に感じられないなど

の原子力災害の特殊性を勘案し、防災関係機関

相互の緊密な協力体制により、救助・救急及び

消火活動を迅速かつ的確に実施する。 

活動する機関の修

正 

63 

原子力 第３章第９節 

救助・救急及び

消火活動 

49 ２ 救助・救急及び消火活動 

(1) 資機材の確保 

 市は、救助・救急及び消火活動が円滑に行わ

れるよう、必要に応じ県又は原子力事業者その

他の民間からの協力により、救助・救急及び消

火活動のための資機材を確保するなどの措置を

講ずる。 

２ 救助・救急及び消火活動 

(1) 資機材の確保 

市及び消防本部は、救助・救急及び消火活動

が円滑に行われるよう、必要に応じ県又は原子

力事業者その他の民間からの協力により、救

助・救急及び消火活動のための資機材を確保す

るなどの措置を講ずる。 

活動する機関の追

加 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

63 

原子力 第３章第９節 

救助・救急及び

消火活動 

49 (2) 応援要請 

市は、災害の状況等から必要と認められると

きは、消防庁、県、県内他市町村、原子力事業

者等に対し、救助・救急及び消火活動について

応援を要請する。 

(3) 広域消防応援隊等の出動要請 

市は、市内の消防力では対応できないと判断

した場合は、次の事項に留意して、速やかに広

域消防応援隊、緊急消防援助隊の出動等を県を

通じて消防庁等に要請する。  

(2) 応援要請 

市及び消防本部は、災害の状況等から必要と

認められるときは、消防庁、県、県内他市町

村、原子力事業者等に対し、救助・救急及び消

火活動について応援を要請する。 

(3) 広域消防応援隊等の出動要請 

市及び消防本部は、市内の消防力では対応で

きないと判断した場合は、次の事項に留意し

て、速やかに広域消防応援隊、緊急消防援助隊

の出動等を県を通じて消防庁等に要請する。  

活動する機関の追

加 

前頁№63の続き 

64 

原子力 第３章第９節 

救助・救急及び

消火活動 

49 ３ 空からの救助・救急活動 

(1) 航空機・ヘリコプターの活用 

市は、航空機やヘリコプターを活用した救

助・救急活動を行うために、あらかじめ緊急離

着陸場の指定を行うとともに、航空機やヘリコ

プターを保有する機関と協力して迅速かつ正確

な情報収集伝達を行い、機動的な航空機の活用

を図る。 

３ 空からの救助・救急活動 

(1) 航空機・ヘリコプターの活用 

市は、救助機関等による航空機やヘリコプタ

ーを活用した救助・救急活動が行われる場合に

備え、あらかじめ緊急離着陸場の指定を行うと

ともに、航空機やヘリコプターを保有する機関

と協力して迅速かつ正確な情報収集伝達を行

い、機動的な航空機の活用を図る。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

65 

原子力 第３章第 10節 

防災業務関係者

防護対策 

50 １ 計画の方針 

市は、緊急時において、市民等に対する広

報・指示伝達、避難誘導、交通整理、放射線モ

ニタリング及び医療措置等に従事する者（以下

「防災業務関係者」という。）の安全を確保す

るため、防災業務関係者に対する防護対策、被

ばく管理及び医療措置を適切に実施する。 

１ 計画の方針 

市は、緊急時において、防災業務関係者に対

する防護対策、被ばく管理及び医療措置を適切

に実施する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

66 

原子力 第３章第 10節 

防災業務関係者

防護対策 

50 ２ 防災業務関係者の安全確保 

(3) 防災業務関係者の放射線防護 

① 市は、防災業務関係者の被ばく管理について

は、あらかじめ定められた緊急時の防災関 

係者の放射線防護に係る基準に基づき行う。  

２ 防災業務関係者の安全確保 

(3) 防災業務関係者の放射線防護 

① 市は、防災業務関係者の放射線防護について

は、あらかじめ定められた緊急時の防災関係者

の放射線防護に係る基準に基づき行う。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

67 

原子力 第３章第 11節 

核燃料物質等の

事業所外運搬中

の事故に対する

応急対策 

51 ２ 原子力事業者等の活動 

(2) 災害発生・拡大防止措置等 

③ 緊急時モニタリングの実施 

２ 原子力事業者等の活動 

(2) 災害発生・拡大防止措置等 

③ 環境放射線モニタリングの実施 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

68 

原子力 第３章第 11節 

核燃料物質等の

事業所外運搬中

の事故に対する

応急対策 

 （追加） 

 

３ 国の活動 

国は、事故の報告等を受けた場合、必要な体

制を整え、情報収集、外部機関による支援を含

む事故の現場での放射線モニタリングや傷病者

への対処、関係機関間の連絡調整、外部への情

報発信等を実施する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

69 

原子力 第３章第 11節 

核燃料物質等の

事業所外運搬中

の事故に対する

応急対策 

51 ３ 消防機関の活動 ４ 消防機関の活動 番号の繰り下げ 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

70 

原子力 第３章第 11節 

核燃料物質等の

事業所外運搬中

の事故に対する

応急対策 

51 ４ 警察機関の活動 ５ 警察機関の活動 番号の繰り下げ 

71 

原子力 第３章第 11節 

核燃料物質等の

事業所外運搬中

の事故に対する

応急対策 

 （追加） ６ 県の活動 

 県は、事故の通報を受けた場合、直ちに消防

庁に即報するとともに、事故の状況の把握に努

め、国の主体的な指導のもと、市町村、消防及

び警察機関の協力を得て、必要に応じて事故現

場周辺の住民避難等の指示を行うなど必要措置

を講じる。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

72 

原子力 第３章第 11節 

核燃料物質等の

事業所外運搬中

の事故に対する

応急対策 

52 ５ 市の活動 ７ 市の活動 番号の繰り下げ 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

73 

原子力 第３章第 11節 

核燃料物質等の

事業所外運搬中

の事故に対する

応急対策 

52  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

74 

原子力 第３章第 12節 

広域避難者の受

入れ 

53 １ 計画の方針 

市は、近隣市町村と協力し、原子力災害に備

えた新潟県広域避難の行動指針（以下「県行動

指針」という。）及び避難自治体があらかじめ

作成した避難計画に基づき、広域避難の受入れ

体制を整備する。 

１ 計画の方針 

市は、近隣市町村と協力し、県広域避難計画

及び避難自治体があらかじめ作成した避難計画

に基づき、広域避難の受入れ体制を整備する。 

新潟県原子力災害

広域避難計画策定

に伴う修正 

75 

原子力 第３章第 12節 

広域避難者の受

入れ 

53 ３ 緊急事態区分及び運用上の介入レベル（Ｏ

ＩＬ）に基づく受入れ 

(2) 運用上の介入レベル（ＯＩＬ）に基づく受

入れ 

 市は、国、県及び原子力事業者が実施する緊

急時モニタリングの結果を受け、避難市町村に

対して避難指示等が発令された場合は、県行動

指針に基づき、近隣市町村と協力し、避難市町

村の住民を受入れるものとする。 

３ 緊急事態区分及び運用上の介入レベル（Ｏ

ＩＬ）に基づく受入れ 

(2) 運用上の介入レベル（ＯＩＬ）に基づく受

入れ 

市は、国、県及び原子力事業者が実施する緊

急時モニタリングの結果を受け、避難市町村に

対して避難指示等が発令された場合は、県広域

避難計画に基づき、近隣市町村と協力し、避難

市町村の住民を受入れるものとする。 

新潟県原子力災害

広域避難計画策定

に伴う修正 

76 

原子力 第４章第１節 

複合災害時にお

ける災害対策本

部の組織・運営 

54 ３ 警戒本部等の設置 

(1) 設置基準 

市長は、第１次配備態勢の設置基準に該当し

たときは、災害対策本部の設置準備のため、副

市長を本部長とする警戒本部を設置する。 

(2) 警戒本部（本部室）の設置場所 

本部は、市役所会議室301に設置する。 

(3) 組織、所管事務及び廃止 

第３章第１節３(3)、(4)、(5)に準じる。 

３ 警戒本部の設置 

第３章第１節３に準じる。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

77 

原子力 第４章第１節 

複合災害時にお

ける災害対策本

部の組織・運営 

54 ４ 災害対策本部等の設置 

(1) 設置基準 

市長は、第２次配備態勢の設置基準に該当し

たときは、速やかに職員を非常招集し、市長を

本部長とする災害対策本部を設置する。 

(2) 災害対策本部（本部室）の設置場所 

本部は、市役所会議室301に設置する。 

(3) 本部の組織及び事務分掌 

災害対策本部の組織は、別表１（28頁）のと

おりとし、事務分掌は別表３のとおりとする。 

(4) 会議の開催及び廃止 

第３章第１節４(4)、(5)に準じる。 

(5) 現地対策本部 

① 本部長は、災害対策本部の設置と同時に、災

害対策本部の事務の一部を行うため、副市長を

本部長とする現地対策本部を原子力防災センタ

ーに設置する。 

② 原子力防災センターでの主要な災害応急対策

が概ね終了した場合又は災害対策本部を廃止し

た場合は、現地対策本部を廃止する。 

４ 災害対策本部の設置 

第３章第１節４に準じる。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

78 

原子力 第４章第１節 

複合災害時にお

ける災害対策本

部の組織・運営 

55  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 別表２と同じため

削除 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

78 

原子力 第４章第１節 

複合災害時にお

ける災害対策本

部の組織・運営 

56  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 別表２と同じため

削除 

前頁№78の続き 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

78 

原子力 第４章第１節 

複合災害時にお

ける災害対策本

部の組織・運営 

57  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 別表２と同じため

削除 

前頁№78の続き 

 

  



- 55 - 

 

新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

78 

原子力 第４章第１節 

複合災害時にお

ける災害対策本

部の組織・運営 

58  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 別表２と同じため

削除 

前頁№78の続き 

79 

原子力 第４章第２節 

複合災害時にお

ける応急対策 

60 ４ 屋内退避・避難等 

(1) 屋内退避・避難等の対応方針 

４ 屋内退避・避難等 

(1) 屋内退避・避難等に係る防護活動 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 
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新旧対照表 

No 編 章・節 頁 旧 新 修正理由 

80 

原子力 第５章第４節 

各種制限措置の

解除 

62 市は、県と連携を図り、緊急時モニタリング

等による地域の調査、国が派遣する専門家等の

判断、国の指導・助言及び指示に基づき、原子

力災害応急対策として実施された立入制限、交

通規制、飲食物の出荷制限、摂取制限等各種制

限措置を解除するとともに、解除の実施状況を

確認する。 

市は、県と連携を図り、環境放射線モニタリ

ング等による地域の調査、国が派遣する専門家

等の判断、国の指導・助言等を踏まえ、原子力

災害応急対策として実施された立入制限、交通

規制、飲食物の出荷制限、摂取制限等各種制限

措置を解除するとともに、解除の実施状況を確

認する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

81 

原子力 第５章第５節 

環境放射線モニ

タリングの実施

協力と結果の公

表 

63 市は、県が原子力緊急事態解除宣言後、国の

総括のもと県、関係機関及び原子力事業者が行

う環境放射線モニタリングに協力するととも

に、その結果を速やかに市民等に公表する。 

市は、原子力緊急事態解除宣言後、国の統括

のもと県、関係機関及び原子力事業者が行う環

境放射線モニタリングに協力するとともに、そ

の結果の公表についても協力する。 

新潟県地域防災計

画との整合による

修正 

 


